
様式第1号（第9条関係） 【市町村記載用】
第　号
平成　年　月　日
財団法人地域総合整備財団

理事長　　　　　　　様

市町村長名　　　　　　　　　印
まちなか再生総合プロデュース事業補助金交付申請書
下記のとおり、補助金の交付等を受けたく、平成22年度まちなか再生総合プロデュース事業実施要綱第9条の規定に基づき関係書類を添えて申請します。
記

1　補助希望額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
　　　　2　まちなか再生支援専門家の情報提供（該当にレ印）　　□希望する　　　□希望しない

3　予算措置（該当にレ印）　 □22年度当初予算（予定）

□22年度6月補正予算（予定）

□その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　）

4　添付資料

まちなか再生総合プロデュース事業調書（様式第2号）

その他参考となる資料

5　担当者連絡先

	住　所

担当部課名

担当者職・氏名

電話

ＦＡＸ

Ｅ－ｍａｉｌ


様式第2号(第9条関係)その1 【市町村記載用】

まちなか再生総合プロデュース事業調書

	補 助 対 象 業 務 の 実 施 区 域 の 概 要 に つ い て
	区域名(商店街名等)
	

	
	場所
	(～～町～～丁目等を記載)　

	
	交通手段
	最寄り駅等からの交通手段

　　線　　駅　　から　　徒歩（バス）　　分

	
	立地環境・構成
	ex.）

・近隣にはあまり店がなく、住宅と小規模な小売店舗のみで構成

・近隣に他の商店街があり、百貨店など大規模施設を含んだ構成

・近隣に百貨店など大規模施設があり、小売店舗と事務所が混在した構成

	
	現況
	ex.）

・閉店・休業した店舗は少ないが、にぎわいがない

・建物は残っているが、閉店・休業した店舗が多く、人通りが少ない

・閉店・休業した店舗に加え、利用計画のない空き地や駐車場が多い

	
	客層
	ex.）

・近隣住民、近隣で働く人が中心　　　・遠くから来た客が中心

・観光客が多い

	
	規模
	面積：（約　　　　　）ha

人口：　　　　　　　　人

人口密度：　　　　　　人／k㎡

営業店舗数：（約　　　　　）店舗

空き店舗数：（約　　　　　）店舗
	貴市町村全体
	面積：（約　　　　　）k㎡

人口：　　　　　　　　人

人口密度　　　　　　　人／k㎡

営業店舗数：（約　　　　　）店舗

空き店舗数：（約　　　　　）店舗

	
	中心市街地活性化基本計画の有無
	□ある（　　　　　）年策定　　大臣認定の時期（　　　　　　　　　　）

□ない

	
	商店街の再生計画等

の有無
	□ある（　　　　　） 年策定　　その名称（　　　　　　　　　　　　　）

□ない

	
	これまでのまちなか再生に関する取組
	

	
	連携・協力する団体・組織等(予定を含む。)
	


様式第2号(第9条関係)その2 【市町村記載用】
	補 助 対 象 業 務 に つ い て
	本業務において実施したいこと
	

	
	本業務の本年度の目標
	

	
	実施区域の長期的目標
	

	
	市町村(行政機関での)の実施体制、各種団体との連携状況
	

	
	契約を希望するまちなか再生支援専門家がいる場合は、その氏名・法人名
	（必ず経歴・過去の実績等詳細が解るものを別紙添付すること。）

	
	経費の配分
	補助対象業務に要する経費の総額（まちなか再生支援専門家との契約予定金額）
	うち補助金(希望額)
	うち市町村負担額

	
	
	千円
	千円
	千円

	情報提供について
	まちなか再生支援専門家の情報提供を求める場合は、求める専門分野等
	


（注）上記書面に記載しきれない場合、適宜書面（様式任意）を添付すること。

様式第3号(第16条関係) 【まちなか再生プロデューサー記載用】
平成　年　月　日

市町村長名

まちなか再生プロデューサー名　印
まちなか再生総合プロデュース事業完了報告書

標記の件について、下記及び別添資料のとおり補助対象業務が完了したので、平成22年度まちなか再生総合プロデュース事業実施要綱第16条の規定に基づき報告します。
記

	業務の名称
	

	まちなか再生支援専門家チームの構成
	まちなか再生プロデューサー：
まちなか再生支援専門家：

(構成しているまちなか再生支援専門家の氏名、所属している法人名、専門分野等を記載すること。)

	業務の目標
	

	実施内容
	

	解決した課題とその解決手法
	


（注）上記について客観的に事業の完了したことと説明に足りる資料（業務日誌等）を適宜添付すること。

様式第4号(第17条関係) 【市町村記載用】
第号
平成　年　月　日
財団法人地域総合整備財団

理事長　　　　　　　様

市町村長名　　　　　　　印　　
まちなか再生総合プロデュース事業実績報告書

平成  年  月  日付け地総財第　　号により補助金の交付決定通知を受けた標記事業について、下記及び別紙のとおり完了したので、平成22年度まちなか再生総合プロデュース事業実施要綱第17条の規定に基づき報告します。

記

1　補助対象業務の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2　補助対象業務の実施区域名（商店街名）

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　3　補助対象業務の実施期間

　　　　　開始年月日　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　完了年月日　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　4　補助対象業務に係る予算の執行済額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
5　添付資料

まちなか再生総合プロデュース事業完了確認調書(様式第5号)
まちなか再生総合プロデュース事業補助金交付請求書(様式第6号)
まちなか再生総合プロデュース事業完了報告書(様式第3号)の写し
6　担当者連絡先

	住　所

担当部課名

担当者職・氏名

電話

ＦＡＸ

Ｅ－ｍａｉｌ


様式第5号(第17条関係) 【市町村記載用】

まちなか再生総合プロデュース事業完了確認調書

	完 了 し た 補 助 対 象 業 務 に つ い て
	業務の目標
	

	
	まちなか再生に係るワークショップ等会議実施状況
	時　期
	内　容

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	成果及び解決した課題
	

	
	主たる課題の解決手法
	

	
	貴自治体において、まちなか再生を推進するに当たり今後の課題
	


（注）上記書面に記載しきれない場合、適宜、追加書面（様式任意）を添付すること。

様式第6号(第17条関係) 【市町村記載用】
第号
平成　年　月　日
財団法人地域総合整備財団

理事長　　　　　　　様

市町村長名　　　　　　　印　　
まちなか再生総合プロデュース事業補助金交付請求書

平成  年　月　日付け地総財第　　号により交付決定の通知を受けた標記補助金について、補助対象業務が完了したので、下記金額を交付されますよう平成22年度まちなか再生総合プロデュース実施要綱第17条の規定に基づき請求します。

記
1　請求額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
　　　(補助対象業務の契約金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円)
　　2　補助対象業務の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　3　補助対象業務の実施期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
4　補助金振込口座
	金融機関名・支店名
	

	預金種類
	

	口座番号
	

	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

口座名義
	

	
	


6　担当者連絡先

	住　所

担当部課名

担当者職・氏名

電話

ＦＡＸ

Ｅ－ｍａｉｌ


